
平成２２年度における美馬市人事行政の運営等の状況の公表

「美馬市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例」に基づき、平成２２年度に

おける本市の人事行政の運営の状況を公表します。

１ 職員の任免及び職員数に関する状況

（１） 職員の採用の状況（平成２２年度）

職員の採用試験の状況

区 分 受験者数 採用者数

行政事務 ７０人 ３人

建 築 １人 ０人

土 木 ６人 １人

保 育 士 ２５人 ２人

幼稚園教諭 １４人 ２人

消防吏員 ３３人 ６人

計 １４９人 １４人

（注） 採用者数は、平成２３年４月１日採用者です。

（２） 退職者の状況（平成２１年度）

定年退職 勧奨退職 その他 計

１６人 ６人 ０人 ２２人

（３） 部門別職員数の状況と主な増減理由（平成２２年４月１日現在）

区 分 職 員 数 対前年 主な増減理由

平成21年 平成22年 増減数

議 会 4人 4人 0人 ・ 事務事業の見直しによ

総 務 81人 79人 △2人 る事務量の縮減

一 税 務 17人 16人 △1人 ・ 欠員不補充

般 民 生 104人 103人 △1人

行 衛 生 24人 23人 △1人

政 労 働 0人 0人 0人

部 農林水産 29人 27人 △2人

門 商 工 8人 8人 0人

土 木 30人 28人 △2人

小 計 297人 288人 △9人

特別 教 育 80人 77人 △3人 ・ 欠員不補充

行政 消 防 59人 61人 2人 ・ 欠員補充(消防）

部門 小 計 139人 138人 △1人

公営 水 道 16人 15人 △1人 ・ 欠員不補充



企業 そ の 他 28人 26人 △2人

等会 小 計 44人 41人 △3人

計部

門

合 計 480人 467人 △13人

（注） この表の職員数には、「特別行政部門」のうちの「教育」の人数に

教育長を含みます。

（４） 年齢別職員数の状況（平成２２年４月１日現在）

区 20歳 20歳 24歳 28歳 32歳 36歳 40歳 44歳 48歳 52歳 56歳 60歳 計

分 未満

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

以上

23歳 27歳 31歳 35歳 39歳 43歳 47歳 51歳 55歳 59歳

職 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

員 1 13 13 22 44 44 54 42 56 95 78 4 466

数

（注） この表の職員数には、教育長を含みません。

２ 職員の給与の状況

（１） 人件費の状況（平成２１年度普通会計決算）

住民基本 歳出額 実質 人件費 人件 （参考）

区分 台帳人口 Ａ 収支 Ｂ 費率 ２０年度の

（21年度末） Ｂ／Ａ 人件費比率

年度 人 千円 千円 千円 ％ ％

21 33,170 19,305,448 362,028 3,959,014 20.5 22.2

（２） 職員給与費の状況（平成21年度普通会計決算）

職員数 給 与 費 １人当たり

区分 給料 職員手当 期末･勤勉手当 計 の給与費

Ａ Ｂ Ｂ／Ａ

年度 人 千円 千円 千円 千円 千円

21 435 1,756,830 206,654 713,242 2,676,726 6,153

（注） 職員手当の額には、退職手当を含みません。

（３） 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況

（平成２２年４月１日現在）

区 分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

一 般 行 政 職 46.8歳 367,900円 411,412円

技 能 労 務 職 52.7歳 364,900円 373,979円

教 育 職 46.2歳 366,831円 375,646円



消 防 職 40.0歳 307,900円 358,443円

（４） 職員の初任給の状況（平成２２年４月１日現在）

区 分 美 馬 市 国

初任給 ２年後の給料 初任給 ２年後の給料

一般行政職 大学卒 172,200円 184,200円 172,200円 184,200円

高校卒 140,100円 148,500円 140,100円 148,500円

（５） 職員の手当の状況

ア 期末・勤勉手当（平成２２年４月１日現在）

期 末 手 当 勤 勉 手 当

６月期 １．２５月分 ０．７０月分

１２月期 １．５０月分 ０．７０月分

計 ２．７５月分 １．４０月分

加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置あり

イ 退職手当（平成２２年４月１日現在）

自 己 都 合 勧 奨 ・ 定 年

勤続２０年 ２３．５０月分 ３０．５５月分

勤続２５年 ３３．５０月分 ４１．３４月分

勤続３５年 ４７．５０月分 ５９．２８月分

最高限度額 ５９．２８月分 ５９．２８月分

加算措置 定年前早期退職特例加算（２％～２０％ ）

ウ 扶養手当（平成２２年４月１日現在）

扶 養 親 族 配偶者あり 配偶者なし

配 偶 者 １３，０００円

１ 人 目 ６，５００円 １１，０００円

その他扶養親族 ６，５００円 ６，５００円

１５～２２歳の子の加算 ５，０００円 ５，０００円

エ 住居手当（平成２２年４月１日現在）

区 分 支 給 月 額

借 家 家賃の額に応じて支給

借 間 （最高支給限度額 ２７，０００円）

自 家 世帯主である職員に３，５００円を支給

（自己所有住宅）



オ 通勤手当（平成２２年４月１日現在）

支 給 月 額

自動車 片道の使用距離が２km以上６０km未満の職員に２，０００円から

等の使 ２３，６００円を支給

用者 片道の使用距離が６０km以上の職員に２４，５００円を支給

（６） 特別職の報酬等の状況（平成２２年４月１日現在）

区分 給 料 月 額 等

給 市 長 ７２２，５００円

料 （８５０，０００円） 期

副 市 長 ６１２，０００円 ６月期 １．４５月分

（６８０，０００円） 末

報 議 長 ３９５，０００円 １２月期 １．６月分

酬 副 議 長 ３４５，０００円 当

議 員 ３１５，０００円

（注） （ ）内は、減額措置を行う前の金額です。

３ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

（１） 勤務時間の状況（標準的なもの）（平成２２年度）

１週間の勤務時間 ３８時間４５分

１日の勤務時間 午前８時３０分から午後５時１５分まで

休憩時間 午後０時から午後１時まで

（２） 休暇等の取得状況

（平成２１年１月１日から平成２１年１２月３１日まで）

年次有給休暇平均取得状況 １１．３日

介護休暇取得者数 １人

育児休業取得者数（平成２１年中に新たに取得した者） ４人

（３） 主な特別休暇（平成２２年４月１日現在）

種 類 付 与 日 数

骨髄液提供のための休暇 必要とする期間

ボランティア休暇 ５日以内

結婚休暇 ７日以内
育児時間 １日２回、１回につき１時間

妻が出産する場合の休暇 分べんの日の後、２週間目まで３日以内

子の看護のための休暇 １年に５日以内（子が２人以上の場合１０
日以内）

父母、配偶者、子の祭日 ２日以内



４ 職員の分限処分及び懲戒処分の状況（平成２２年度）

（１） 分限処分の状況

処 分 の 内 容 処分した職員数 処 分 の 事 由

免 職 ０人

休 職 ３人 心身の故障

降 任 ０人

降 給 ０人

（２） 懲戒処分の状況

処 分 の 内 容 処分した職員数 処 分 の 事 由

免 職 １人 道路交通法違反

停 職 ０人

減 給 ０人

戒 告 ０人

５． 職員の研修の状況

○ 本市主催の研修（平成２２年度）

研 修 名 受 講 者 数

新規採用職員研修 ８人

メンタルヘルス研修（管理職） ６９人

交通安全研修 ３４３人

○ 徳島県自治研修センター等主催の研修（平成２２年度）

研 修 名 受 講 者 数

課長級研修 ６人

課長補佐級研修 ２１人

係長級研修 ２４人

職員研修Ⅰ・Ⅱ １人

新規採用職員研修 ５人

パソコン研修 ９人

説明力向上研修 １人

ロジカル・プレゼン能力開発講座 ２人

防災対策研修Ⅰ・Ⅱ ３人

困難クレーム対応研修 ４人

税務職員研修 ２人

プレゼンテーション講座 １人

安全衛生研修 ６人



財務事務研修 ４人

法制執務研修 １人

○ 派遣研修その他

研 修 先 受 講 者 数

自治大学校 １人

市町村アカデミー ２人

徳島県 １人

徳島県後期高齢者医療広域連合 １人

６ 職員の福祉及び利益の保護の状況（平成２２年度）

（１） 制度ごとの加入団体の状況

区 分 加 入 団 体

福 利 厚 生 制 度 ・ 徳島県市町村職員互助会

・ 徳島県教職員互助会

共 済 制 度 ・ 徳島県市町村職員共済組合

・ 公立学校共済組合徳島支部

公務災害補償制度 ・ 地方公務員災害補償基金徳島県支部

（２） 健康診断の状況

区 分 受診者数

定期健康診断 ２８１人

人間ドック ３３２人

（３） 措置要求・不服申立ての状況

勤務条件に関する措置の要求の状況 ０件

不利益処分についての不服申立ての状況 ０件


